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顕 示選好理論

ーアローのオープン・クェスチョンについてー

田 中 広 滋

1. 序

顕示選好理論は， 1938年， 画期的なサムエルソンの論文〔9〕によって，新

しい消費者需要理論として，世に出された。そしてサムエノレソンは，需要曲線

の右下りの性質のように，従来は仮定されていた需要関数の特性を，消費者の

合理的な選摂行動だけを公理（サムエノレソンの「弱い公理J‘WeakAxiom') 

として要請することによって，導出することに成功した。その後，議論の中心

は， リットル〔4〕らによって， 伝統的な需要理論と乙の新しい顕示選好理論

の比較に向けられるようになった。まず，伝統的な需要理論から顕示選好理論

を導く問題は，顕示選好理論の性質上以下のようにして，容易に解決される。

もし，ある効用関数が与えられるならば， 2つの財の聞の選好関係は明確にさ

れる。そして，その選好関係がそのまま選捉に移されるならば，選好される財

が顕示選好される。与えられた効用関数から，顕示選好関係を導くことは可能

である。乙のことは，顕示選好理論が伝統的な需要理論の必要条件であること

を意味する。これと逆に，顕示選好理論から伝統的な効用関数を導ぐ問題が出

現する。そして，この問題は顕示選好理論が伝統的な需要関数寄在の十分条件

であることの証明問題にほかならない。もし，この十分性の条件が証明されれ

ば，上の必要性の条件と合わせて，次のように言うことができる。顕示選好理

論は，伝統的な需要理論と同じ内容を持つ，あるいは同値である。乙の十分性

の条件の証明は，いろいろな論者によって試みられた。乙の議論の過程を少し

ふりかえってみよう。
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まず，財の数が2である場合について，顕示選好理論が伝統的な需要理論と

同内容であることは， 1948年のサムエルソンの証明日ねによって示された。

しかし，財の数がn個ある一般の場合についての解決は，その困難な積分可能

性の問題のために， ハウタッカーの論文〔3〕を待たねばならなかった。 その

論文の中で．ハウタッカーは，顕示選好理論の弱い公理でなく， 「強い公理」

‘Strong Axiom，が伝統的な需要理論の十分条件となるこ主を証明した。しか

しながら，アローは1959年の論文〔1〕の中で，「弱い公理」が序数的効用関数

存在の十分条件でない乙とが，完全には証明されていないことを指摘した。こ

の問題は， その後アローのオープン・クェスチョン（openquestion）と呼ば

れた。ゲーノレは，アローによって提起されたこの問題に対して， 1960年の論文

〔2〕で，以下のようにして解答した。ゲールは，彼の弱い公理を満たすが，効用

関数からは導出されない需要関数を作り出そうと試みようとした。そしてその

ことによって，この問題の証明を与えた。しかし残念ながら，その証明にはい

くつかの誤りが含まれている。

しかも，ゲールは，顕示選好の「弱い公理」として，一般に成立が保証され

ていない命題を設定している。したがって，彼が行なった証明の意義は，その

公理のためにも幾分減じるように思われる。けれども，われわれが本稿で検討

を行なうように，ゲーノレの証明は，サムエノレソンの弱い公理をそのまま公理に

採用する ζ とによって行なわれる証明によって置きかえられる。本稿で行なわ

れる証明は，特別の仮定を持ち込まない。したがって本稿の証明は，この理論

の他の部分との関係に影響を与えずになされる。このことから，従来の証明に

よって確かめられた関係は，なんら修正を加えられることなしに成立する。

2. ゲールの方法

まず，はじめにゲールが設定した「弱い公理」（以下では，ゲーノレの弱い公理

と呼ぶ）に検討を加えることから始めよう。ゲーノレが行なったように，所与の

所得を 1とする。財の数がn個あるとし，そのn個の財に割り当てられる価格

のベクトルを p=(pi, P2，…・・・， Pn）とする。所得と価格が与えられたとき，需
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要される n個の財の量は，ベクトルを用いて， X=  (Xi, X2，……， Xn）と表示さ

れる。乙こで需要関数は，

x=x(p)1l (2・1)

と定式化できる。この節では，需要関数は一価関数であると仮定する。所得制

約条件は，通常の顕示選好理論のときとは異なって，

p•x(p）手pl

で与えられる。以上の準備を行なったのちに，ゲーノレは次のように弱い公理を

設定する。

（ゲールの弱い公理）

もし pとqが価格ベクトルであり，

p•x(q）孟1 で，かつ q•x(p）手1 であれば，

x(p) =x(q) 

である。

ここで，上の関係を財の数が2である場合について，図解的に考察してみよ

う。まず，図1の説明を誠みよう。 X1軸に第1財の量， X2軸に第2財の量を

とる。線分AB,A'Bの傾きは価格ベクトノレ qを，また線分CD,C’D’の傾き

は，価格ベクトルPを，それぞれ表現する。乙乙で注意すべきことは，ゲーノレ

の弱い公理の条件を満たしながら， x(p）羊x(q）が成立することである。した

がって，財の数が2である場合には，ゲーノレの弱い公理を満足しない財の束

x(p),x(q）が存在する。そしてこのことは，財の数がn個寄在する場合にも，

以下のようにして確かめられる。まず，仮定の条件式，

p•x(q）豆1

の両辺に－p•x(p）を加えて整理を行なえば，

-p・（x(p)-x(q））三五1-p•x(p)

が成立する。同様に，仮定の条件式

q•x(p）三五1

の両辺に，－q•x(q）を加えれば，関係

q・（玄（p)-x(q））手1-q•x(q)

(2・2)

(2・3)
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図 1

が得られる。（2.2）に（2.3）を加えれば，

(-p+q）・（x(p)-x(q））豆2-p•x(p)-q•x(q) (2・4)

が成立する。 この関係式は， 予算制約不等式 p•x(p)豆1,q •x(q）三立より，

x(p) =x(q）が成立するときには，常に成立する。 しかし，（2.4）を展開する

と，不等式

p•x(q) +q •x(p）豆2 (2・5)

が得られる。 (2. 5）式は，仮定より常に成立が保証されている。したがって，

x(p）ヰx(q）を満足する x(p),x(q）に対しでも（2.5）式は成立する。以上の

ように，ゲールの弱い公理は強い条件を持つ。 2つの財の束の聞に成り立つ関

係において， x(p)=x(q）を満Tこさない場合が，満たす場合より，より一般的

に起こると考えられる。それゆえこの命題を，ゲーノレのように公理として仮定

することは少し無理がある。

ここで，あらためて証明すべきことを整理してみよう。もし，われわれが図

2に表わされるような関係を導くことができるのなら，われわれの目的は達成
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されたことになる。まず，選好場に寄在する財の束に対して行なわれる選好の

うちで，弱い公理，強い公理，効用関数を満足するものの集合を，それぞれCW),

(S), (U）で表示する。そして，これらCW),CS), CU）が視覚的に理解され

るように，ベン図を制作する。乙乙でわれわれは，図2を得ることができるわ。

この関係の証明に移るまえに，本稿で使用される効用関数の内容を明確にして

おこう。

図 2

1）需要関数は，価格ベクトルと所得（M）の関数であると定義する。 X=X(P,M)

2 ）内積 P•X を次のように定義する。

P•X= 2J PiXi 

3）顕示選好理論（強い公理）は，効用関数の子在の必要・十分条件である。しか

し，この効用（需要）関数は，連続でかっ，連続な導関数を持つことが要求され

る。ところで一般の効用（需要）関数は，必ずしもこの条件を満足しない。した

がって， CU）を一般の効用関数で表わされる選好関係と解釈すれば，図2（乙表示

されるような関係が得られる。

3. 効用関数

財を非負のものに限定すれば，財の束の集合Xは，

X={xJxiと0,i=l, 2，…，n} 
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と書かれる。 Xに属する 3つの元をa,b,Cとしておく。ただし，この3つの

元は互いに異なる。 a牛b,b手C, Cヰaである。ある序数的効用関数を u(x）と

する。不等式u(a)>u(b）が成立するときは， aの効用はbの効用より大きい。

u(a) =u(b）が成立するときは， aとbの効用は等しい。明らかに，次の3つ

の関係

1) u(a) =u(a) 

2) u(a) =u(b）→ u(b) =u(a) 

3) u(a) =u(b), u(b) = u(c）→ u(a) =u(c) 

が成立する。ここで新たに，記号Iを

alb←→ u(a) =u(b) 

と定義する。上の 1), 2), 3）より

1 )' ala （反射律）

2 )' alb →bla （対称律）

3 )' alb, hie→ale （推移律）

を得ることができる。ゆえに， IはXにおける同値関係になる。 uに付随する

同値関係を I(u）で表示する。 Xの元aに対して， al(u)xであるようなXの

元 xの集合をc(a）と表示する。ここで c(a）は，

c(a) = {x ¥xEX, al玄｝

と書かれ， I(u）による aの同値類と呼ばれる。 I(u）による同値類全体の集合

をNとすればNはXの部分集合系をなし，その和集合 UNは，関係

UN=X 

を満たす。さらに， Xの部分集合系Nのある 2つの元をLi,L2とすれば，

L1宇L2→ L1nL2＝φ

が得られる。 NはXの直和分割となる 1）。 また，同値類全体の集合NをXのI

による商集合といい，記号X/Iで表示する。以上を図解的に表わせば，図3

を得る。

効用関数の説明をこれで終え，次に本論へ移ろう。

1）松坂和夫（5〕p.57，定理8を参照せよ。
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X N=? 
図 3

4. 顕示選好

2.と異なって， 以下では所得制約条件は， P・X(P,M)=Mで与えられる。

2つの価格ベクトノレを Pa,Pbとし，そのとき選択される財の束を Xa,Xbとす

る。ここで，サムエルソンの弱い公理を掲げると次のようになる。

（サムエルソンの弱い公理）

Pa, Pb, Xa, Xbをそれぞれ上で定義された価格ベクトノレと財の束である

とし， Xa宇xbであるとき，

Pa.・Xa.とpa.xb

であれば，

Pb•Xa.>Pb•Xb 

が成立する。

(4.1）の関係は，記号Rを用いると，

xa.Rxb 

(4.1) 

(4. 2) 

と表示される。そして，「Xa.はxbより顕示選好される」と言う。一般にこの

公理は以下のように解釈される。貯蓄も財の購入の一種と考えれば，価格ベク

トノレがPa.であるときには，財の束xbも購買可能であるが， Xaが購入される。

このことは，消費者がxbより Xa.を選好する乙とを意味する。 そして，価格
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ベクトノレがPbで、あるとき， Xaが選抗されないのは，価格ベクトJレが・pbのとき

には， Xaは高すぎて購入、できないからであると解釈される。

サムエルソンは，「合理的な消費者」1）を考察の対象とする。乙の「合理的な

消費者J，は，次のような行動をとる消費者のことである。かれは自分の選好を

選択の形で，実際に表現するとき少なくとも，どの2つの選択の聞にも矛盾が

ないように選択を行なう。サムエルソンが実際に考察の対象としたのは， 2つ

の選捉の聞に一貫した選釈を行う，あるいは最低限度の一貫した選好を持つ消

費者であった。 2つの選択の闘の一貫性を弱い一貫性と呼ぶζとIこすれば，弱

い公理はその内容から，弱い一貫性の公理と理解される。ととろで以上の前提

から，この場合には財の束xbは，価格ベクトJレがPaであるとき，購買可能で

あるにもかかわらず購入されない。このように， 2つの財の束の聞に明確な顕

示選好関係が呈示されるときは，乙の2つの財の束の間には，効用関数を用い

て表わしても，同じ順序関係が保たれると仮定できる。ここで，効用関数uを

用いれば，

XaRXb→ u Cxa) >u (xb) (4. 3) 

という関係が成立する。ここで注意すべきことは，（4.3）は選好場全体の財の

束についての効用のJI頂序関係を明示するのでないことである。 つまり，（4.3) 

はXaと，予算線PaXaあるいはそれより下の領域内に存在する財の束との効

用の関係を示すにすぎない。

次に，関係 XaRXbの否定を，

「 XaRXb

と表示しよう。そこで上の公理は，簡単に

XaRXb, Xa宇xb→一1xbRXa (4. 4) 

と書き直される。また，「Rについては，推移律が成立すると仮定する。

（仮定）

「XaRXb，「xbRXc→「XaRXc (4.5) 

Xaがxbより顕示選好されず，かっ xbがXeより顕示選好されないならば，少

なくとも Xaは， X巴よりも顕示選好されない。ここで注意すべき乙とは， Rに
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ついて推移律の成立が仮定されていないととである。さて， もし2つの財の束

について，関係

「XaRXb，「xbRXa (4.6) 

が成立するときには，乙の2つの財の束についての関係は，以下のように解釈

することができる。 Xaはxbより顕示選好きれないし， xbはXaより顕示選好

されない。したがって，（4.6）を成立させる 2つの財の束に対して，消費者は

なんら明確な選好順序を示しえない。このことから次の推論をうる。消費者に

とって，（4.6）を満足する 2つの財の束は無差別である。記号Yを次のように

定義する。

（定義）

Xal’xb ＋－→「XaRXb 「 xbRXa

Yは，次の 1), 2), 3）を満足する。

1) XaI'Xa 

2) xSxb→ xbl'xa 

3) Xal'Xb, xbl’L → Xal'Xc 

（反射律）

（対照律）

（推移律）

2）の証明から行なう。 Xal'Xbであれば定義より，「 XaRXb，「xbRxaが成立

する。そして，乙れは「xbRXa，「 XaRXbと同じことなので XbJ'Xaを得る。次

に3）の証明に移ろう。 Xal'Xb,xbl’Rであれば同様にして，定義から「XaRxb,

「xbRXa，「xbRxc，「xcI{xbを得る。「R についての推移性の仮定を用いれ

ば，「XaRxb，「 xbRxcから，「XaRXcと，「 XcRxb，「 xbRXaから「xcRXa

を導出できる。定義により， Xal'X＜＇が成立する。最後に残しておいたりの証

明を行なう。まず， XaJ'Xbである xbが荏在するならば， 2）より xbl'xaが導

かれる。乙れに3）を使用すれば，求める XaI'Xaを得ることができる。

以上の証明によって， Yは， Xにおける同値関係になる乙とがわかる。それ

ゆえ， 3.で行なった同値類に関する説明は， そのまま IをYにおきかえても

有効である。すなわち，選好場の財の束全体は，同値関係I＇に関して類別され

る。乙の場合，商集合は X/1＇となる。 もしなんらか基準に従って，商集合の

元となる各部分集合を代表する元の聞に，順序付けを行なえば，干の手続によ
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って，序数的効用関数を導く乙とができる。以下で， IでI'を表示する。

1）サムエルソンが考察の対象とした「合理的消費者」は，後l乙6.で，われわれ

が分類する合理的消費とは異なる概念である。以上の2つの概念を混同しないよ

うにお願いしたい。

5. オープン・クエスチェン

サムエルソンの弱い公理を満たす財の東が，弱い公理によって示される選好

関係と矛盾する効用関数の上にある例を示そう。まずはじめに，効用関数の一

例として，擬凹な関数（quasi-concavefunction）を導入する。擬凹な関数と

は， XE[x.,Xb］に対して，

u Cxa）とw,u(xb）ミw→ u(x）ミw (5.1〕

を満足する関数uのことである。ここで， Wは定数を，［Xa,xb］は｛xlxEX,

Xa三三x三、xb｝をそれぞれ表わす。 2次元の図を用いて，この関係を示す例を図示

すれば，図4を得る。図4の座標軸は，図1と同様にとられている。図4にお

いて，関係pb.Xb=Pb・Xaが成り立つので，弱い公理から xbRXaが得られる。

X, 

p, P, 。
χz 

図 4 
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乙の乙とによって，「Xalxbの成立が確認される。しかし他方では， Xa,Xbは

ともに同じ無差別曲線上に存在するの u(xa)=u(xb）より XbEC(Xa），または

xaixbが導かれる。

弱い公理は，実際に同じ効用を持つ2つの財の束が，無差別でない（同じ効用

を持たない）乙とを明示する。乙の場合で，弱い公理が誤った効用のj順序関係

を導いた例，あるいは正しい効用の順序関係を導けなかった例が呈示された。

このことによって，われわれが目的としてきた，サムエルソンの弱い公理を満

たすが，効用関数を満足しない例を示すことができた。しかし，ハウタッカー

や宇沢は〔3〕や〔13〕の証明で， 需要関数（したがって効用関数）が， 連続

で連続な導関数を持ち， リッフシッツ条件1）を満たすことを要求している。不

合理な乙とであるが， との例の効用関数は，ハウタッカーのいう効用関数の概

念，あるいは集合に含まれていない。それゆえ，乙の例のように，連続微分可能

でない効用関数の例を示しでも，ハウタッカーが「サムエノレソンの仮説（弱い

公理）が（序数的効用関数存在の）必要条件であっても十分条件ではない。」2)

と言ったことの証明はなされてない3）。 われわれは，本稿の主たる問題を次に

定理として掲げ，その証明を行なおう。

（定理）

価格ベクトノレが PaとPであるとき選好される財の束を Xa,X とす

ればxRxa→XEc(Xa)

を満足する Xa,Xが存在する。

消費者にとって， 3つの財の束 Xa,X, Xbに対する選好が循環的であり，か

つ，その選好の通りに実際に選択が行なわれると仮定する。その一つの場合と

して，

xRxa, XaRXb, xbRx (5. 2) 

が成り立っときについて考察を進める。まずはじめに，（5.2）の第1番目の関

係と弱い公理を使用すれば，

「 XaRX (5. 3) 

を得ることができる。次に，（5.2）の第2番目と第3番目の関係に弱い公理を
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適用すれば，

「 xbRXa 「 xRxb (5. 4) 

が成立する。「Rについての推移律（4.5）を活用すれば，（5.4）より，

「 xRxa (5. 5) 

を得る。（5.3), (5. 5）より， XとXa~乙関して，

xlxa 

が成立する。従って， XEc(Xa）が導出される。乙れで，定理の証明は終わる。

もし，乙の定理の証明で用いられた需要関数が，連続微分可能であることが

示されるならば，アローのオープン・クェスチョンは解決する。乙のことは，

次のように容易に示される。ここで課せられた需要関数についての条件は，

Xa =X(P a, M1), Xb=X(Pb, M2), X=X(P, Ma) (5. 6) 

だけである。これらの値を通る滑らかな関数を考えることは可能である。乙の

条件を満足する関数の最も簡単な例として，次の曲面の式

X(P, M) =h1Xa+h2Xb+h3X 

をあげる。乙乙で， h1,h2, haはパラメーターである。また一般の滑らかな関数

で条件に合うものを求める事も可能であるぺ そして，この滑らかな関数が求

める需要関数となる。

より理解を明確にするために効用関数を用いて，この定理の意味を解釈して

みる。 もしなんらかの基準で， Xの部分集合である各々の同値類に効用の値

（たんなる順序付けにすぎなくとも）が割り当てられているとすれば，（4.3）の

仮定より，条件 xRxaは関係 u(x)>uCxa）を意味する。他方（5.3), (5. 5）は

xlxaを導く。従って， u(x)=u(xa）が成立する。それゆえ，強い公理を仮定

しないときには，顕示選好理論（弱い公理）は，満足な効用関数を導くことは

できない。この循環的な選好を持つ消費者は，強い公理によって考察の対象か

ら排除される，積分可能性の条件を満たさない消費者に相当する。

一つの具体例をあげてみよう。 n次元（財の数がn）である場合について，

弱い公理を満たすが，強い公理を満足しない選好j順序を持つ消費者の例を考察

してみる。その準備として強い公理を次のように掲げる。



顕示選好理論

（強い公理）

m個の財の束について， m-1伺の式

Pt-1 •Xt-1三三Pt-1・Xも（t=2,3，…，m) 

が成立し，ある tについて， xtヰxt-1であるならば，

Pm ・X1>Pm・Xm

が導出される。
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この公理の意味は次のように解釈される。 X1RX2，…， xt-1Rxt，…， Xm-1RXm,

が成立すれば，X1はX2より，X2はx3よりそして以下同様に Xm-1はXmより

顕示選好される。もし，この財の束の点列 CX1,X2，…，Xm）において，隣り合う

1組の相異なる財の束があれば，この点列の最初の項X1と最後の項 Xmの聞

には，次の選好関係があると仮定されうる。すなわち，XmはX1より顕示選好

されることはない。以上で準備のための強い公理の説明を終え，次に具体例に

よる説明に戻ろう。 定理の証明の中で行なったのと同時に， 3つの財の束を

X, Xa, Xbとし，それらが選択されるときの価格ベクトノレを P,Pa, Pbと仮定

する。また，乙れらの財の束のうちには同じものはない。すなわち， X手Xa,

Xa宇xb,xbヰXが成立すると仮定する。こ乙であらたに，定数αi(i=l,2，…，n)

を導入する。その定数よりなるベクトノレ α＝（向的，…，αn）は，不等式

α・CXa-Xb）ミ0 (5. 7) 

を満足するものとする。さらに，定理の証明の中で与えられたのと同じ選好関

係がこの3つの財の束に課せられたとする。この選好関係は， Rの定義によっ

て，

p.xとP・Xa (5. 8) 

Pa・XaとPa・Xb (5. 9) 

pb.xbミPb・X (5.10) 

と書きかえられる。 ここで注意すべきことは，乙れらの財の束の点列（X,Xa,

Xb,X）に強い公理を適用すれば， P・X>P・Xが成立せねばならないことであ

る。このことは，この例では暗黙のうちにも，強い公理が仮定されていないこ

とを意味する。
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ところで，（5.9), (5.10）と弱い公理を使用すれば，

pb.Xb<Pb•Xa 

P・X<P・xb

が成立する。もし， Pb=P－αが成立すれば，（5.11）式は，
p.xb＋α・CXa-Xb)<P・Xa

と展開されて， α・CXa-Xb）ミOという仮定と，（5.12）より，

P・X<P・Xa 

(5.11) 

(5.12) 

を得ることができる。したがって，関係「xRxaが導かれた。これと，（5.8)

と弱い公理より導出される関係「XaRxを考慮すれば，

XEc (a) (5.13) 

となる。さて， (5. 8）と， xRxa→u(x)>u（丸）という仮定から，同じXI乙

ついて，

XE {x I xRxa} C {x J u(x) >uCxa)} (5.14) 

が成立する。以下では，前に行なった推論がそのままあてはまるので，説明は

これまでにとどめたい。

最後に，上で掲げたベクトノレαの存在について考えてみる。簡単な例である

が，以下の例で，上にあげた αの存在が確認される。まず， n=3のとき，すな

わち 3次元ベクトノレの例を示す。 Pa=Cl,1,0), Pb=(l,0,1), P=(0,1,1), 

Xa= (1, 0, 1), Xb= (0, 1, 1), X= (1, 1, 0）とする。（5.8), (5. 9), (5. 10）の

成立は，

P0X=P•Xa=l 

Pa•Xa=Pa ・Xb=l

Pb・Xb=Pb・X=l

より保証される。さらに， α＝P-Pbより， α＝(-1, 1, 0）となる。他方 Xa-

Xb= (1, -1, 0）より，ベクトノレαは，条件（5.7）を満足する。 n次元ベクトノレ

についても，上の条件を満Tこすαを求める乙とができる。この例のn次元への

拡張例を考えてみよう。 ある正の定数を eとする。上のベクトノレ Pa,Pb, P, 

Xa, Xb, Xは，それぞれ4次元からn次元までの成分がすべてOであるベクトノレ
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であると解釈する。乙れらのベクトルに， e=Ce1, e2，…，en）を加える。ただし，

I手i豆3なる iに対してei=O,4亘i三玉nなる il乙対して， ei=eであるとする。

このようにして作られた新しいベクトノレを， P'a,P'b, p’， X'a,X’b,X＇とすれば，

それらのベクトノレとα’（＝P’－P’b）が，（5.7), (5. 8), (5. 9), (5.10) を満足

することは，上の 3次元の場合の例と同様にして確かめられる。

1）リプシッツの条件によれば，次のことが要求される。 IIP-P。ll<e,IM-M。｜
くεをみたす， PとMl乙対して， X(P,M）は

IIX(P,M’）－X(P,Mつ｜｜手KIM’－M”｜

を満足する。ここで， ｜｜｜｜はノノレム， K，ε，Mo,p。はそれぞれ定数または定数

のベクトルを表わす。

2 ) Houthakker, H. S.，〔3),p.161. 

3）リヒターは， リプシッツ条件が課されていない需要関数について，その関数が

リヒターの強い公理をみたすとき，その関数が，消費者の効用最大化する関数の

十分条件となることを証明した。 Richter〔7）定理2の系を見よ。

4) U(X，ε） nU(Xa，ε）＝φ，U(Xb，ε）円U(X,e）＝φ，U(Xb，ε）円U(Xa，ε）＝φと
なる εC>O）が寄在すれば，条件を満足する滑らかな関数を求めることができる。
ところで， U(X,e）はXのε近傍を表示する。

6.補足

われわれは，本節で2つの異なった消費者（合理的な消費者・一貫した選好

を行なう消費者）の概念を用いる。この2つの消費者の概念の整理を行ない，

そしてこの両者の関係を明確にしよう。われわれが消費者の実際の行動の分析

を行なうとき，消費者の行動は非常に複雑でかつ多様なものとなる。しかしそ

れらの行動は，いくつかの基準で整理を行なうことができる。たとえば，われ

われは次の基準a.b.に従って，消費者を次の4つの分類i),ii), iii), iv）に区

分する。

a.かれが行なう選択が，合理的な選好を表わしたものであるかどうか。

b.かれが行なう選択が，一貫した選好を持っかどうか。

i）合理的で，かつ一貫した選好を持つ消貫者。

ii）合理的で，かつ一貫しない選好を持つ消貫者。

iii）非合理的で，かっ一貫した選好を持つ消費者。
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iv）非合理的で，かっ一貫ない選好を持つ消貫者。

なお， ここでは同ーの個人，又はクツレープが異なった時点で，異なった分類に

属する消費者の行動をとる可能性は否定されない。

以上の個々の分類に区分された消費者について検討するまえに，その準備と

して次の3つの点を明らかにしておしまず第ーに， 「合理的」という言葉は

必ずしも明確な意味を持たない。そこでわれわれは，次のように合理的な消費

者の概念の定義を行なう。合理的な消費者は，関係

u(x)>uCxa）モ→ xPxa (6.1) 

を満足する。なお，順序記号xPxaは，消費者によって， XがXaより選好される

乙とを示す。上の命題（6.1）の解釈を試みれば以下のようになる。ある消費者

が合理的な消費者の分類に区分されるならば，当然かれは自分にとって効用が

大きい方の財の束を選好する。逆に，この合理的な消費者の定義を満さない消

費者の例には，禁欲主義者などのいくつかの例が考えられる。以前と同様に，

xP丸の否定を「xPxaで表わし， xlxaを

xlxa←テ「XaPX，「xPxa

と定義する。効用関数uを用いれば，

「XaPX，「xPxa-u(xa) =u(xb) 

となる。第二に，一貫した選好を持つ消費者の定義を，あらためて行なおう。

一貫した選好をする消費者は，関係

xPxa, XaPXb→ xPxb 

を満たす消費者である。乙乙で用いた「一貫性」という言葉を以前に使用した

言葉に置きかえると，弱い一貫性ではなく，強い一貫性になる。最後に，種々

のタイプの消費者を，はじめから考察の対象から排除しないために，われわれ

は，効用量についての推移性を仮定しない。乙の乙とに別の表現を与えれば，

次のようになる。 u(x) >u Cxa), u Cxa) > (xb）が成立しでも，必ずしも u(x)>

u(xb）が成立するとは限らない。以上で準備は完了する。

以上で考察したように，消費者の特定の行動は，必ずしも合理的な選択行動

とは限らない。しかし長期的，あるいは確率的に考えるならば，一般に消費者
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は，自分なりに合理的な行動を行なうと考えられる。そこで経済学は，合理的

な行動を行なう消費者をその考察の対象とする。こ乙でも，経済学の伝統に従

って合理的な消費者のみを考察の対象とする。したがって，ここで考察される

のは，分類 i）と ii）に属する消費者に限られる。 i）と ii）に属する消費者の検

討をするまえに，次のことを仮定する。次の関係 u(x)>uCxa), u(xa)>u(xb) 

を満足する財の束， X,Xa, Xbが寄在すると仮定する。まず，分類 i）に属する

消費者について考察を加える。仮定から xPxa, XaPXbが得られ， xPxbが成立

する。したがって，乙の分類に属する消費者は，効用量に関する推移律すなわ

ち， u(x)>u(xb）を満足する。次に，分類 ii）に属する消費者について検討

してみよう。この分類に属する消費者は，仮定より選好関係 xPxa, XaPXbを

持ち，さらに関係「xPxbも満足する。（6.1）より「xPxbから， u(x）豆u(xb)

が成立する。したがって，この分類に属する消費者は，効用量に関して，関係

u(x)>uCxa), u(xa)>u(xb）→ u(x）手u(xb)

を満足する。そしてこの関係は，循環的な選好を示す。以上の事から，次のこ

とが明らかになる。われわれが前節で例に出した，循環的な選好を持つ消費者

は，分類 ii）に属する合理的でかつ一貫しない選好を持つ消費者の乙とである。

このことを言いかえれば，次のようになる。顕示選好理論は，その強い公理を

設けることによって，合理的な消費者のうちで，特に一貫した選好関係を持つ

消費者だけを，その考察の対象とする。他方，通常の需要理論で取り扱われる

消費者は，われわれが行なった定義に則して分類すれば，明らかに合理的で一

貫した選好を持つ消費者に分類される。われわれは，ここで次の結論を得る。

顕示選好理論は，通常の需要理論と同じ分類に属する消費者を考察の対象とす

る。
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